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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第98期

第２四半期
連結累計期間

第99期
第２四半期
連結累計期間

第98期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

自　2021年４月１日
至　2021年９月30日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 （百万円） 76,185 108,974 175,464

経常利益 （百万円） 916 2,630 3,348

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 894 1,728 2,785

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,668 2,126 5,300

純資産額 （百万円） 44,433 48,893 47,635

総資産額 （百万円） 97,548 129,408 115,916

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 41.64 81.38 129.65

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 40.67 79.46 126.79

自己資本比率 （％） 45.2 37.5 40.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 7,246 △4,869 7,503

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △181 △228 △685

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △6,290 4,918 △6,349

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 2,662 2,203 2,367

 

回次
第98期

第２四半期
連結会計期間

第99期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年７月１日
至　2020年９月30日

自　2021年７月１日
至　2021年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 25.65 33.49

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間に係る売上高については、当該会計基準等を適用した後の数値と

なっており、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

 

　(1)　財政状態及び経営成績の状況

 経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による影響で経済活動の制約

が続いている中、部品調達難等によるサプライチェーンの混乱も懸念されており、依然として不透明な状況が

続いております。一方で、ワクチン接種の普及等により経済活動の再開が進み、製造業を中心に景気の回復も

見られました。

　このような状況下におきまして、当社グループは、引き続き第二次中期経営計画で掲げた経営目標の進捗状

況を管理しながら各重点課題に取り組んでおり、当第２四半期連結累計期間の連結業績は、売上高は1,089億7

千4百万円（前年同期比－％）、営業利益は23億9千8百万円（前年同期比261.6％増）、経常利益は26億3千万

円（前年同期比186.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は17億2千8百万円（前年同期比93.3％増）

となりました。

 

 セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①鉄鋼事業

鉄鋼事業においては、鋼材価格の上昇による影響に加え、主要取引業界である商用車業界や国内の建産機業

界向けの販売が堅調に推移したこと等により、売上高は706億1千6百万円（前年同期比－％）、営業利益は13

億6千4百万円（前年同期比2063.0％増）となりました。

②非鉄金属事業

非鉄金属事業においては、地金相場の上昇による影響に加え、主要取引業界である商用車業界向けの販売が

堅調に推移したこと等により、売上高は163億6千1百万円（前年同期比－％）、営業利益は1億7千4百万円（前

年同期比6835.9％増）となりました。

③電子事業

電子事業においては、主力のプリント配線基板用積層板の販売に加えて、液晶、半導体向け部材の輸出及び

部品の販売が堅調に推移したことにより、売上高は126億6千9百万円（前年同期比－％）、営業利益は4億4千4

百万円（前年同期比162.5％増）となりました。

④ライフ営業事業

ライフ営業事業においては、外出自粛による在宅での消費需要が高まる中、自社商品販売を推進しました

が、売上高は52億5千9百万円（前年同期比－％）、営業利益は4億7千6百万円（前年同期比7.6％減）となりま

した。

⑤機械・工具事業

機械・工具事業においては、国内の設備投資需要が低迷したこと等により、売上高は24億1千1百万円（前年

同期比－％）、営業損失は5千6百万円（前年同期は営業損失8千7百万円）となりました。

⑥営業開発事業

営業開発事業においては、主力の商材及び工事案件を適宜受注しましたが、国内の設備投資需要が低迷した

こと等により、売上高は16億5千6百万円（前年同期比－％）、営業損失は6百万円（前年同期は営業損失0百万

円）となりました。
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 財政状態の分析

(資産)

　当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べて134億9千2百万円増加し、

1,294億8百万円となりました。その要因の主なものは、流動資産において、商品及び製品や電子記録債権が増

加したこと等により130億1千6百万円増加したことであります。

(負債)

　当第２四半期連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末に比べて122億3千4百万円増加し、

805億1千5百万円となりました。その要因の主なものは、流動負債において、買掛金や短期借入金が増加した

こと等により123億4千9百万円増加したことであります。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて12億5千8百万円増加し、

488億9千3百万円となりました。その要因の主なものは、利益剰余金が12億7百万円増加したこと、その他の包

括利益累計額において、その他有価証券評価差額金が4億9千万円増加したことであります。

 

　(2)　キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比

べ、1億6千3百万円減少し、22億3百万円となりました。

 

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税金等調整前四半期純利益が26億2千9百万円となりましたが、売上債権の増加額55億1千5百万円、仕入債務

の増加額67億1千3百万円、棚卸資産の増加額51億8千万円、減価償却費4億8千3百万円等により、48億6千9百万

円の支出となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の取得による支出1億4千8百万円、投資有価証券の取得による支出1億4千8百万円等により、2

億2千8百万円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

短期借入金の純増額76億4千6百万円、長期借入金の返済による支出27億5千8百万円等により、49億1千8百万

円の収入となりました。

 

　(3)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について

重要な変更はありません。

 

　(4)　研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 87,000,000

計 87,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,799,050 21,799,050
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 21,799,050 21,799,050 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2021年６月18日

付与対象者の区分及び人数（名）

取締役　　　　　９

監査役　　　　　３

執行役員　　　　12

新株予約権の数（個）※ 596（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　59,600（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり１円

新株予約権の行使期間 ※ 自 2021年７月16日　至 2051年７月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　  886

資本組入額　  443

新株予約権の行使の条件 ※ (注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
（注）４

※新株予約権証券の発行時(2021年７月15日)における内容を記載しております。

　(注）１.新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与

株式数」という。）は100株とする。

２.新株予約権を割り当てる日（2021年６月18日に開示のとおり、2021年７月15日と定める。以下、「割当日」

という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分

割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力

発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。

また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて

付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うこ

とができる。

３.（１）新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員いずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間

 以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。

（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契

約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議

案につき、当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議または会
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社法第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から30

日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、（注）４に定める組織再編行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くも

のとする。

（３）その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めると

ころによる。

４.当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合

併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸

収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権

を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計

画において定めることを条件とする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）１及び（注）２に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

（３）に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

下記に準じて決定する。

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

る場合は、これを切り上げるものとする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

（８）新株予約権の行使の条件

（注）３に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得条項

当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要

の場合は、当社取締役会決議又は会社法第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされた

場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案
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②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

    2021年７月１日～

    2021年９月30日
－ 21,799 － 1,321 － 789

 

（５）【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番3号 1,928 9.1

三神興業株式会社 東京都中央区八丁堀一丁目13番10号 1,590 7.5

いすゞ自動車株式会社 東京都品川区南大井六丁目26番1号 1,451 6.9

ＮＯＫ株式会社 東京都港区芝大門一丁目12番15号 619 2.9

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目2番1号 554 2.6

三原不動産株式会社 東京都中央区銀座四丁目8番4号 530 2.5

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海一丁目8番12号 517 2.4

日本シイエムケイ株式会社 東京都新宿区西新宿六丁目5番1号 512 2.4

佐藤商事取引先持株会 東京都千代田区丸の内一丁目8番1号 505 2.4

山陽特殊製鋼株式会社 兵庫県姫路市飾磨区中島字一文字3007番地 499 2.4

計 － 8,706 41.2

（注）１.佐藤商事取引先持株会は当社の取引先企業で構成されている持株会であります。

　　　２.当社は、自己株式649,751株を所有しておりますが、上記大株主から除いております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 649,700 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,123,400 211,234 同上

単元未満株式 普通株式 25,950 － －

発行済株式総数  21,799,050 － －

総株主の議決権  － 211,234 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式　　　　　　　　　　　　51株

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

佐藤商事株式会社

東京都千代田区

丸の内一丁目８番１

号

649,700 － 649,700 2.98

計 － 649,700 － 649,700 2.98

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から

2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,427 2,263

受取手形及び売掛金 48,270 50,688

電子記録債権 14,464 17,497

商品及び製品 15,978 21,137

その他 1,680 4,286

貸倒引当金 △109 △147

流動資産合計 82,711 95,727

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,120 5,849

土地 8,855 8,847

その他（純額） 1,851 1,727

有形固定資産合計 16,828 16,424

無形固定資産 180 158

投資その他の資産   

投資有価証券 14,426 15,276

繰延税金資産 64 70

退職給付に係る資産 419 488

その他 1,377 1,431

貸倒引当金 △75 △147

投資損失引当金 △15 △20

投資その他の資産合計 16,196 17,098

固定資産合計 33,204 33,680

資産合計 115,916 129,408

 

EDINET提出書類

佐藤商事株式会社(E02535)

四半期報告書

10/23



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 36,870 41,945

電子記録債務 8,333 9,902

短期借入金 6,730 12,904

未払法人税等 774 897

賞与引当金 1,140 1,412

その他 2,661 1,797

流動負債合計 56,511 68,860

固定負債   

長期借入金 8,818 8,481

繰延税金負債 2,399 2,628

退職給付に係る負債 119 126

役員退職慰労引当金 61 63

その他 370 355

固定負債合計 11,769 11,654

負債合計 68,281 80,515

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,321 1,321

資本剰余金 867 862

利益剰余金 39,234 40,441

自己株式 △262 △640

株主資本合計 41,159 41,985

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,782 6,272

繰延ヘッジ損益 7 9

為替換算調整勘定 335 240

退職給付に係る調整累計額 4 4

その他の包括利益累計額合計 6,129 6,526

新株予約権 338 374

非支配株主持分 7 7

純資産合計 47,635 48,893

負債純資産合計 115,916 129,408
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

売上高 76,185 108,974

売上原価 70,018 99,853

売上総利益 6,166 9,121

販売費及び一般管理費 ※ 5,503 ※ 6,723

営業利益 663 2,398

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 172 184

受取賃貸料 74 73

仕入割引 19 29

雇用調整助成金 109 7

為替差益 － 10

その他 78 44

営業外収益合計 456 352

営業外費用   

支払利息 75 68

売上債権売却損 1 1

賃貸費用 43 27

持分法による投資損失 64 0

為替差損 0 －

その他 17 23

営業外費用合計 202 120

経常利益 916 2,630

特別利益   

固定資産売却益 293 0

投資有価証券売却益 368 8

特別利益合計 661 8

特別損失   

固定資産除売却損 2 4

減損損失 116 －

投資有価証券評価損 65 0

子会社株式評価損 3 －

投資損失引当金繰入額 7 4

その他 0 －

特別損失合計 196 8

税金等調整前四半期純利益 1,381 2,629

法人税、住民税及び事業税 447 909

法人税等調整額 39 △9

法人税等合計 486 900

四半期純利益 894 1,729

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 894 1,728

 

EDINET提出書類

佐藤商事株式会社(E02535)

四半期報告書

12/23



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純利益 894 1,729

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 810 497

繰延ヘッジ損益 △2 2

為替換算調整勘定 △48 △93

持分法適用会社に対する持分相当額 14 △9

その他の包括利益合計 774 396

四半期包括利益 1,668 2,126

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,668 2,126

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0

 

EDINET提出書類

佐藤商事株式会社(E02535)

四半期報告書

13/23



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
 至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
 至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,381 2,629

減価償却費 494 483

貸倒引当金の増減額（△は減少） △76 109

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14 1

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △77 △68

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3 7

受取利息及び受取配当金 △174 △187

支払利息 75 68

持分法による投資損益（△は益） 64 0

投資有価証券売却損益（△は益） △368 △8

固定資産除売却損益（△は益） △290 3

売上債権の増減額（△は増加） 13,716 △5,515

棚卸資産の増減額（△は増加） 2,454 △5,180

仕入債務の増減額（△は減少） △10,387 6,713

その他 897 △3,268

小計 7,696 △4,210

利息及び配当金の受取額 188 199

利息の支払額 △77 △70

法人税等の支払額 △561 △786

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,246 △4,869

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △905 △148

有形固定資産の売却による収入 378 1

無形固定資産の取得による支出 △64 △8

投資有価証券の取得による支出 △10 △148

投資有価証券の売却による収入 431 14

貸付けによる支出 △116 △67

貸付金の回収による収入 28 111

その他 77 17

投資活動によるキャッシュ・フロー △181 △228

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,346 7,646

長期借入れによる収入 1,200 900

長期借入金の返済による支出 △1,648 △2,758

自己株式の取得による支出 △0 △399

配当金の支払額 △494 △491

その他 △0 21

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,290 4,918

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 756 △163

現金及び現金同等物の期首残高 1,906 2,367

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,662 ※ 2,203
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

 

(有償支給に係る収益認識)

　買戻し契約に該当する有償支給取引については、従来は支給先から受け取る対価を収益として認識しておりま

したが、当該収益を認識しない方法に変更しております。

 

(本人及び代理人に係る収益認識)

　顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の総額を

収益として認識していましたが、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識

する方法に変更しております。

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用していますが、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に与える影響は軽微であります。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は41億1千4百万円減少、売上原価は41億1千4百万円減少しまし

たが、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益に影響はありません。

　また、流動資産の「受取手形及び売掛金」が23億9千万円減少し、「その他」に含まれる未収入金が同額増加

しております。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について

新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基

準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧

客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる影響はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　保証債務

　次の関係会社について、金融機関からの借入、リース会社からのリース債務及び取引先からの仕入債務残高に

対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2021年９月30日）

YUASA SATO(Thailand)Co.,Ltd.(リース債務) 517百万円 434百万円

 (146百万バーツ) (131百万バーツ)

PS Device&Material INC.（仕入債務） －百万円 1百万円

 (－百万台湾ドル) (0百万台湾ドル)

広州佐商貿易有限公司(借入、仕入債務) 295百万円 306百万円

 (17百万元) (17百万元)

計 813百万円 742百万円

（注）外貨建保証債務は期末日現在の為替レートで円換算しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間

（自 2020年４月１日
   至 2020年９月30日）

 当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

   至 2021年９月30日）

給与手当 1,599百万円 1,654百万円

賞与引当金繰入額 732 1,150

退職給付費用 109 104

貸倒引当金繰入額 △75 109

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

現金及び預金 2,722百万円 2,263百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △60 △60

現金及び現金同等物 2,662 2,203
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

（１）配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月19日

定時株主総会
普通株式 493 23.0 2020年３月31日 2020年６月22日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月５日

取締役会
普通株式 429 20.0 2020年９月30日 2020年12月１日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

（１）配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月18日

定時株主総会
普通株式 494 23.0 2021年３月31日 2021年６月21日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月５日

取締役会
普通株式 507 24.0 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 鉄鋼事業 非鉄金属事業 電子事業 ライフ営業事業機械・工具事業 営業開発事業

四半期連結損益

計算書計上額

（注）

売上高        

外部顧客への売上高 48,141 10,122 7,978 5,612 2,652 1,678 76,185

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － － －

計 48,141 10,122 7,978 5,612 2,652 1,678 76,185

セグメント利益

又は損失（△）
63 2 169 516 △87 △0 663

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　鉄鋼事業セグメントにおいて、固定資産の減損損失116百万円を計上しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 鉄鋼事業 非鉄金属事業 電子事業 ライフ営業事業機械・工具事業 営業開発事業

四半期連結損益

計算書計上額

（注）

売上高        

外部顧客への売上高 70,616 16,361 12,669 5,259 2,411 1,656 108,974

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － － －

計 70,616 16,361 12,669 5,259 2,411 1,656 108,974

セグメント利益

又は損失（△）
1,364 174 444 476 △56 △6 2,398

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

３.報告セグメントの変更等に関する情報

　（会計方針の変更）に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３

月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したた

め、報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の売上高は41億1千4百万円減少して

おります。その要因の主なものは、鉄鋼事業において、売上高が39億4千3百万円減少したことでありま

す。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

 

      （単位：百万円）

 鉄鋼事業 非鉄金属事業 電子事業 ライフ営業事業機械・工具事業 営業開発事業 合計

日本 62,967 15,013 4,149 4,330 2,331 1,656 90,449

アジア 7,648 1,348 8,519 929 79 － 18,525

顧客との契約から生じる収益 70,616 16,361 12,669 5,259 2,411 1,656 108,974

外部顧客への売上高 70,616 16,361 12,669 5,259 2,411 1,656 108,974

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 41円64銭 81円38銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
894 1,728

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
894 1,728

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,482 21,244

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 40円67銭 79円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 505 514

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

2021年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ) 中間配当による配当金の総額…………………507百万円

　(ロ) １株当たりの金額………………………………24円00銭

　(ハ) 支払請求の効力発生日…………………………2021年12月１日

(注)　2021年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年11月５日

佐藤商事株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高﨑　 博

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　 喬

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている佐藤商事株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、佐藤商事株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

 

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

 

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

 

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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